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１．問題提起 

 昭和34年（1959年）改正日本産業財産権法における

特許法・実用新案法間の基本的枠組が昭和35年（1960

年）から施行され，本年の平成16年（2004年）まで

44年が経過している。この44年の間，種々の改正が行

われてきたが，昭和34年（1959年）改正日本産業財産

権法における特許法・実用新案法間の基本的枠組は，

依然として維持されたままである。即ち，昭和34年

（1959年）改正日本産業財産権法における特許法・実

用新案法間の基本的枠組は，特許法における発明の水

準を高い一定レベルに保ちつつ，中小企業や個人の創

作意欲の減退を防止することを基本理念としつつ，こ

の基本理念を達成するために，実用新案法における考

案は発明と異なり「高度性」の要件を必要とせず（実

2条1項），この「高度性」の有無に対応させる形で考

案の進歩性に関する規定に「きわめて」の用語を用い

て特許法の場合よりも程度の低い考案でも実用新案登

録してもよい（実3条2項）旨の基本的関係を内容と

するものである。 

 上記昭和34年（1959年）改正日本産業財産権法にお

ける特許法・実用新案法間の基本的枠組は，明らかに

その前提として「主に大企業が特許出願を利用し，主

に中小企業や個人が実用新案登録出願を利用する。」旨

の実態を想定している。 

 しかし，上記特許法・実用新案法間の基本的枠組が

昭和35年（1960年）から施行され，いかなる実態が生

じたであろうか。上記特許法・実用新案法間の基本的

枠組が想定している「主に大企業が特許出願を利用し，

主に中小企業や個人が実用新案登録出願を利用する。」

旨の実態が生じたであろうか。この実態が生じ，上記

基本理念たる「特許法における発明の水準を高い一定

レベルに保ちつつ，中小企業や個人の創作意欲の減退 

 

＊（注記） 

 本論文は，下記文献の要約に相当するものであるので，

各図における具体的な出願件数等の詳細は下記文献を参

照していただきたい。 

 ・上田育弘著「昭和 34年（1959年）日本産業財産権法

制の特許法・実用新案法間の基本的枠組における出願構造

の実態に関する研究－出願大手企業の特許・実用新案の出

願件数の統計的解析を中心に－」上田育弘発行（平成 15

年（2003年）1月 31日初版発行） 

 上記タイトルを有する本は，初版及び第 2版合わせて

約1,000冊印刷し，国立国会図書館に2冊，特許庁資料室

に 20冊，日本弁理士会に 4冊，日本知的財産協会の各会

員に1冊，財団法人知的財産研究所に1冊，社団法人発明

協会に 1冊，東京大学総合図書館及び法学部図書館に各1

冊，成蹊大学図書館に1冊，寄贈・贈呈させていただいて

おります。 
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を防止する」ことが達成されたであろうか。上記特許

法・実用新案法間の基本的枠組，上記実態及び上記基

本理念の三者間の関係は当初の想定通りに有機的に機

能したであろうか。この点に関し，日本においては殆

ど研究成果が発表されていないのが実状である。 

 しかし，上記特許法・実用新案法間の基本的枠組が

昭和35年（1960年）から施行され本年（平成16年）

(2004年）で44年を迎え，最近のインターネット技術の

発展等による高度情報通信ネットワーク社会の到来

に直面し，依然として約40年間も維持されている上記

昭和34年（1959年）改正時における特許法・実用新案

法間の基本的枠組は明らかに制度疲労に陥っており，

現在，上記高度情報通信ネットワーク社会に対応しうる

制度・基本的枠組へのパラダイム転換が強く求められて

いる。 

 一方，平成14年（2002年），知的財産を国家戦略と

して位置づけ内閣府に知的財産戦略会議が設置され，

知的財産戦略大綱が作成されその後知的財産基本法が

制定されている。確かに，今日，日本国家を挙げて知

的財産を国家戦略として取り組むことは日本国が採る

べき道であり正しいことであろう。 

 しかし，上記知的財産戦略大綱が作成されその後知

的財産基本法が制定されるなかで最も重要な視点が大

きく抜け落ちている。即ち，上記特許法・実用新案法

間の基本的枠組が昭和35年（1960年）から施行され本

年（平成16年）（2004年）で44年を迎えるが，「この

約40年間の日本国特許庁の産業財産権行政の総括」が

大きく抜け落ちている。例えば，上記知的財産戦略大

綱において，「発明等の知的財産の創造－保護－活用と

いうサイクルを回す」（以下，「知財サイクルを回す」

と略す。）点が強調されている。確かに，「知財サイク

ルを回す」ことは重要である。ただ，よく考えてみれ

ば，「知財サイクルを回す」ことは当たり前の言わずも

がなのことである。そもそも「知財サイクルを回す」

ことは特許制度の原理と同一又は殆ど同じである。即

ち，発明をした者に一定期間独占排他権たる特許権を

付与し特許権消滅後は一般大衆が自由に発明を実施す

る制度を通じて，発明活動を活発にするとともに産業

発達に寄与する旨の特許制度の原理と同一又は殆ど同

じことを述べているにすぎない。つまり，上記特許制

度の原理中の「発明をした者」「発明活動を活発にする」

の文言が「創造」にあたり，上記特許制度の原理中の

「一定期間独占排他権たる特許権を付与」の文言が「保

護」にあたり，上記特許制度の原理中の「特許権消滅

後は一般大衆が自由に発明を実施」「産業発達に寄与」

の文言が「活用」に該当する。即ち，「知財サイクルを

回す」ことは特許制度の原理と殆ど同じ又は全く同じ

ことである。100年以上の産業財産権制度の歴史を持

つ日本がこの21世紀においてなぜ「知財サイクルを回

す」旨の特許制度の原理自体を強調しなくてはならな

いのか。この100年以上の産業財産権制度の歴史を持

つ産業財産権業界における我々は，歴史から学ぶ視点

がないのか。決してそうではなかろう。この昭和35

年（1960年）から施行された日本産業財産権制度にお

ける特許法・実用新案法間の基本的枠組の約40年の歴

史・実態を踏まえて「知財サイクルを回す」旨の特許

制度の原理を強調することが意味をなさないことはな

いのであろう。即ち，我々は，この昭和35年（1960

年）から施行された昭和34年（1959年）日本産業財産

権制度の特許法・実用新案法間の基本的枠組における

約40年の歴史・実態を踏まえて「知財サイクルを回す」

旨の特許制度の原理を強調する必要性を強く実感して

いるのだと思う。これを逆に表現するなら，少なくと

も，昭和34年（1959年）改正日本産業財産権法におけ

る特許法・実用新案法間の基本的枠組が昭和 35年

（1960年）から施行されて今日に至るまで，「知財サイ

クルを回す」旨の特許制度の原理が効率的には機能し

ていない実態が多く観察されたことを我々は強く自覚

しているということである。では，なぜ，この約40年間

において「知財サイクルを回す」旨の特許制度の原理

が効率的には機能していない実態が多く観察されたの

か，この点が全くと言っていいほど研究されておらず，

上記知的財産戦略大綱においても全く抜け落ちている

視点である。 

 しかし，なぜ，この約40年間において「知財サイク

ルを回す」旨の特許制度の原理が効率的には機能して

いない実態が多く観察されたのかを明確にすることは，

高度情報通信ネットワーク社会に対応した日本産業財

産権制度における特許法・実用新案法間の基本的枠組

を構築しパラダイム転換が求められている今日，最も

重要なことである。 

 そこで，本論文における研究では，上記なぜ，昭和

34年（1959年）改正日本産業財産権法における特許

法・実用新案法間の基本的枠組が昭和35年（1960年）



昭和34年 (1959年)日本産業財産権法制の特許法・実用新案法間の基本的枠組における出願構造の実態に関する研究 (要約）(1) 

Vol.57 No.3                  －65－                  パテント2004 

から施行されて今日に至るまで，「知財サイクルを回す」

旨の特許制度の原理が効率的には機能していない実態

が多く観察されたのかを明確にするために必要な基礎

資料を提示しつつ，この点に関する若干の私見を明確に

しつつ「この約40年間の日本国特許庁の産業財産権行

政の総括」を若干なりとも試みてみたいと思う。 

 以下，昭和34年（1959年）改正日本産業財産権法に

おける特許法・実用新案法間の基本的枠組が施行され

てから今日までの法改正史的状況に極めて簡単に触れ

た後，特に，出願大手企業の特許・実用新案の出願件

数の統計的解析に関する研究成果を中心に，この約40

年間の特許法・実用新案法間の基本的枠組に関する出

願構造の実態を明確にする。 

 

２．昭和34年（1959年）改正日本産業財産権法に

おける特許法・実用新案法間の基本的枠組が

施行されてから今日までの法改正史的状況 

(1) 法改正の概要 

昭和34年(1959年) 特許法・実用新案法改正 

昭和35年(1960年) 特許法・実用新案法改正法の施行 

昭和41年(1966年) 簡略審査制度導入のための特許

法・実用新案法改正の失敗 

昭和44年(1969年) 特許法・実用新案法改正の失敗 

昭和45年(1970年) 出願公開制度・出願審査請求制

度・拡大先願の導入 

昭和50年(1975年) 多項制（実施態様項）の導入，

特許法に物質特許制度の導入 

昭和53年(1978年) 特許協力条約施行に伴う改正 

昭和60年(1985年) 国内優先権制度の導入 

昭和62年(1987年) 改善多項制の導入 

平成2年(1990年) 工業所有権に関する手続等の特

例に関する法律制定 

平成5年(1993年) 補正の範囲の適正化，実用新案

法に無審査登録主義を導入 

平成6年(1994年) 特許法において出願公告制度の

廃止，付与後異議申立制度の導入 

平成7年(1995年) WTO・TRIPs協定の施行 

 尚，第1図は，昭和34年（1959年）改正日本産業財

産権法における特許法・実用新案法間の基本的枠組が

施行されてから今日までの上記法改正史的状況を簡単

に図示したものである。 

 

(2) 出願・審査請求の適正化施策（1976年乃至

1995年）の概要 

 昭和51年（1976年） 

 5月13日 特許庁顧問会議 

 5月18日 庁議決定（「出願・審査請求の適正化（特

許・実用新案）について」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１図 
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 5月24日 省議決定（同上） 

 6月22日 庁議決定（「特許・実用新案の出願・審査

請求適正化実施要領」） 

 7月16日乃至27日 長官・技監をはじめとする特許

庁幹部が，(社)日本鉄鋼連盟，(社)日本

産業機械工業会，日本化学工業協会，(社)

日本自動車工業会，(社)日本電子機械工

業会，(社)経済団体連合会等の業界団体

に趣旨を説明するとともに協力を要請。 

 8月乃至12月 出願上位20社にコンタクト 

 昭和52年(1977年) 第 2回企業コンタクト（電気11

社，機械15社，鉄鋼4社，計30社） 

 昭和53年(1978年) 企業別コンタクト（改善が疑わ

しい8社＋新規4社，計12社）（6

業界） 

 昭和54年(1979年) 業界コンタクト（延べ164社） 

  ・技術分野別コンタクト（15分野）（計133社） 

  ・企業別コンタクト（計37社） 

 昭和55年(1980年) 業界コンタクト（延べ201社） 

  ・企業別コンタクト 

   出願大手企業別コンタクト（9社） 

   業界別コンタクト（化学5社，光学4社，自動

車13社，計3業種） 

   新規出願件数急増企業コンタクト（4社） 

  ・技術分野別コンタクト（18分野） 

 昭和56年(1981年) 業界コンタクト（延べ246社） 

  ・企業別コンタクト 

   出願大手企業別コンタクト（10社） 

   新規出願件数急増企業コンタクト（7社） 

  ・技術分野別コンタクト（19分野） 

 昭和57年(1982年) 業界コンタクト（延べ237社） 

  ・経済団体に対するコンタクト 

  ・企業別コンタクト（20社） 

  ・業種別コンタクト 

  ・技術分野別コンタクト（20分野） 

  ・弁理士コンタクト（5技術分野） 

  11月12日 特許庁・電機6社首脳の懇談会（いわ

ゆるトップ懇談会（略して「トップ懇」

ともいう。））が初めて開かれる。 

 昭和58年(1983年) 従来の施策に加え，意匠の出願

についてのコンタクト，商標の

出願についてのコンタクト及び

審判請求についてのコンタクト

を開始し，行政の総合的な効率

化を図る。 

  トップ懇（化学系10社，自動車12社，光学8社，

電機6社） 

 昭和59年(1984年) 従来の施策に加え，出願中堅の

企業を重点的に。ペーパーレス

計画始動，特許特別会計の創設。

トップ懇は開かれず。 

 昭和60年(1985年) トップ懇（化学5社，電機9社，

自動車・機械9社，電機6社） 

 昭和61年(1986年) トップ懇（電機8社，精密・電

機等8社，鉄鋼・化学8社，輸

送・機械9社） 

 昭和62年(1987年) トップ懇は開かれず。 

 昭和63年(1988年) トップ懇（輸送・機械6社，機

械1社，電気6社，自動社5社，

電機9社，光学5社） 

 平成元年(1989年) トップ懇（分野別に開催せず

各々17社，17社，14社，18社，

機械1社） 

 平成2年(1990年) トップ懇（分野別に開催せず

各々15社，4社，2社） 

 平成3年(1991年) トップ懇（電機9社，光学・電

気4社，光学1社，分野別に開催

せず3社，自動車・鉄・機械10

社，電気3社，電気1社） 

 平成4年(1992年) トップ懇（分野別に開催せず

各々19社，20社，12社） 

 平成5年(1993年) トップ懇（分野別に開催せず

各々18社，15社，20社） 

 平成6年(1994年) トップ懇（分野別に開催せず

各々21社，18社，18社） 

 平成7年(1995年) トップ懇（分野別に開催せず

各々17社，21社） 

 平成8年(1996年) 「知的所有権懇談会」へ転換（適

正化施策の終了） 

 尚，第2図は，出願・審査請求の適正化施策（1976

年乃至1995年）の上記概要を簡単に示したものである。 

 上記トップ懇の開催状況は第7-2表に示す通りであ

る。（特許庁編集，社団法人発明協会発行，平成7年

3月30日発行「工業所有権制度この10年の歩み」257 
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第 2図 

第7-2表 トップ懇談会開催日 
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頁第 7-2 表の転載）(昭和 59 年(1984 年）と昭和 62年

（1987 年）の 2 年間だけトップ懇が開催されていない

のが特徴的である。） 

 

(3) 日本国における特許及び実用新案の出願件数

の推移（1955年乃至1998年） 

 上記法改正及び行政指導等を背景にして，結果・実

態としては，特許及び実用新案の出願件数は第3図に

示される通りである。 

 第3図は，昭和30年（1955年）乃至平成10年（1998

年）における日本国における特許及び実用新案の出願

件数を図示した表である。 

 

３．出願大手企業の特許及び実用新案の出願件数

の統計的解析 

(1) 第1番目の表（第4図）の説明 

 第4図は，第3図における日本国全体の特許出願件

数及び実用新案登録出願件数を出願上位300社の出願

人の合計出願件数とこれら出願上位300社を除くその

他多数の出願人の合計出願件数とに分けて図示したも

のである。 

 本件研究においては，昭和62年（1987年）中に出願

公開された実用新案登録出願件数は204,608件（特許

協力条約に基づく公表，再公表も含む。）であるが，この

公開件数の多い順に出願上位300社の出願人を選択し

ている。具体的に，実用新案登録出願件数順に1社か

ら300社までを並べると第5図乃至第8図のようにな

る。即ち，第5図は，上位1位社から上位90位社まで

の出願人の社名と出願件数を示す図である。第6図は，

上位 91位社から上位 180位社までの出願人の社名と

出願件数を示す図である。第7図は，上位181位社か

ら上位270位社までの出願人の社名と出願件数を示す

図である。第8図は，上位271位社から上位300位社

までの出願人の社名と出願件数を示す図である。尚， 
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第 6図 
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出願件数が同じ件数の場合，出願人の出願順位は便宜

上五十音順に並べている。尚，第5図乃至第8図にお

ける数値自体は，既に，日本特許庁又は社団法人発明 

協会が発行した刊行物に開示されている。 

 この第1番目の表（第4図）により，過去から現在

までの出願状況を総合的に把握し，特許法や実用新案

法の法律改正の影響や特許庁の行政指導の効果を明確

に知ることができる。 

具体的には，第1番目の表（第4図）を見ることに

より，昭和60年（1985年）頃の上位300社は，昭和30

年（1955年）頃は，全出願の占有率は極めて小さく，

昭和45年（1970年）改正後即ち，出願公開制度等の導

入後の特許・実用新案の出願件数の加速度的な増加に

より，上位出願人になったことがわかる。 

 また，法改正の効果も略的確に把握することができ

る。例えば，昭和45年（1970年）改正により，出願公

開制度とともに出願審査請求制度が導入されたが，こ

の制度趣旨として，出願のなかには多くの防衛出願や

権利化を欲しない出願があることから真に権利化を欲

する出願を出願審査請求を待って実体審査を行うこと

が挙げられている。しかし，第1番目の表（第4図）

においては，昭和45年（1970年）改正が施行された昭

和46年（1971年）になり，上位300社の出願が特許も

実用新案もともに急増している。逆に，上位300社を

除くその他多数の出願人の出願件数が特許も実用新案

もともに急減している。この結果から，昭和45年（1970

年）改正により，上位300社のいわゆる出願大手企業

の防衛出願や件数ノルマに追い立てられた出願を強く

誘発させたと推定できる。即ち，昭和45年（1970年）

改正趣旨における「出願のなかには多くの防衛出願や

権利化を欲しない出願がある」というのは，その趣旨

というよりも，昭和45年（1970年）改正の結果又はそ

の効果として，「大企業を中心に多くの防衛出願や権利

化を欲しない出願を誘発させた」と分析することがで

きる。逆に，上位300社を除くその他多数の出願人の

出願件数が特許も実用新案もともに急減していること

から，「昭和45年（1970年）改正は，一時的にせよ，

上位300社を除くその他多数の出願人即ち中小企業や

個人の出願意欲を減退させる効果をもっていた」とい

う分析をすることができる。 

 また，昭和63年（1988年）から，実用新案登録出願

件数が全体で急減し始めたが，その内容は，主に，上

位300社の出願大手企業の実用新案登録出願の直線的

な急減によるもので，これら上位300社の出願大手企

業を除く他の出願人である中小企業や個人の実用新案

登録出願は漸減傾向を保っていることがわかる。これ

に伴い，平成3年（1991年）頃に，上位300社の出願

大手企業の実用新案登録出願件数が，これら上位300

社の出願大手企業を除く他の出願人である中小企業や

個人の実用新案登録出願件数を下回ったことを明確に

読み取ることができる。これにより，昭和63年（1988

年）からの実用新案登録出願件数の急減は，例えば，

昭和51年（1976年）からなされている日本国特許庁の

出願等の適正化施策の抜本的な強化に伴う強力な行政

指導が上位300社の出願大手企業になされた結果であ

るという一応の推定をすることができる。 

 また，平成5年（1993年）実用新案法改正により，

無審査登録主義が導入され，平成6年（1994年）から施

行され，実用新案登録出願の件数が全体で約6万件減

少したが，この急減の具体的内容は，第1番目の表（第

4図）から明らかなように，上位300社のいわゆる大

企業の実用新案登録出願が約 25,000件が約 0件に急

減及び上位300社を除くその他多数の出願人即ち中小

企業や個人の実用新案登録出願が約50,000件から約

15,000件に急減した結果であると一応推定できる。 

（原稿受領 2003.3.7） 

（訂正 2004.2.12） 
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